
【資料２】

効果的な感染症対策の在り方



感染症のように一気に広まり被害が大きくなる魚病について、例えば、養殖密度
の適正化、ワクチン接種の推進等の①効果的な対策の在り方を、②その費用負担
の在り方を含め、引き続き、魚病対策促進協議会にて検討する。

１ 規制改革実施計画における課題

措置済み。継続的にフォローアップ。

「規制改革実施計画」（令和３年６月 閣議決定）

本年度「規制改革実施計画のフォローアップ結果について」（令和５年６月 規制
改革推進会議）
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①疾病の発生状況や被害率等に留意しつつ、複数の防疫措置を組み合わせて感染
症対策を最適化することが適当。
②⿂病対策の費⽤は、養殖業者による⾃⼰負担が基本。
国は、費⽤負担の在り⽅について公益性の⾼い分野への⽀援を担うべき。

第８回協議会での結論（令和４年２月開催）



定期的にサーベイランスを実施、疾病発
生状況等を把握し、種苗生産業者、養殖
業者を研修、技術指導

卵・稚魚

種苗生産

種苗（0歳）
約30g

陸上施設 沖出し（海面の生簀へ）

衛生管理（飼育
水の殺菌等） 種苗の検査

ワクチン接種の推進種苗の検査

適正飼育密度、給餌管理

安全な餌の使用、検査

サーベイランス

0歳魚

養殖場（海面の生簀で育成）

2歳魚 1～2 kg1歳魚 約350 g

都道府県、漁協

防疫プログラム

種苗を介した病原体
の侵入リスク

餌を介した病原体の
侵入リスク

環境水を介した病原体
の侵入リスク

STOP

環境水を介し
た病原体の侵
入リスク

STOP

約1年半～2年半年飼育

全体で約3-4ヶ月飼育

•種苗検査などで病原体の持ち込みを防
ぎ、飼育密度の管理等により感染症の
発生・拡大を予防

•予防にはワクチン接種を有効に活用

・全国３地区（愛媛県愛南町、新潟県、三重県尾鷲市）において補助事業を実施し、複数の防疫
措置を組み合わせた防疫対策のモデルを構築中（令和５年度完了予定）。

・本事業により水産防疫体制整備プログラムを作成し、他の地域へ横展開。

STOP STOP

２ 国において実施している対策
（１）複数の防疫措置を組み合わせた対策の推進
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これまでの成果

愛媛県愛南町での取組例（マダイ、ブリ及びカンパチ養殖）

・マダイイリドウイルス病のサーベイランス結果を基に感染源のリスクを評価し、
リスク管理の方法を整理。

・防疫体制整備プログラムを作成し、地域が一体となった防疫体制を整備。

リスク管理の方法

・魚病発生状況の調査
ワクチン接種群は、非接種群と比較し
て疾病の診断件数が少ない。

・感染源のリスク評価

・研修会の実施
魚病の専門家を招き、養殖業の
防疫についての研修会を年1回実施。
・過去５回の実績：延べ250名が参加。
（うち、約4割が養殖業関係者）

リスク 項 目

高 ・導入種苗による病原体の持ち込み
 ・死魚からの病原体の拡散

中 ・海水を介した病原体の拡散

低 ・キャリア（天然魚・養殖魚） 
からの感染

・ワクチン接種の促進
・導入種苗検査体制の整備
・衛生管理（死魚の取扱い、
網の消毒等）

・定期検査の実施
・生簀の配置等の基準の策定
・情報共有（疾病の発生状況等の共有）

防疫体制整備プログラムの作成
・リスク管理の方法を基に、有識者を交えて防
疫体制整備プログラムを作成。

・診断機関が中核となり地域が一体となった疾
病対策を推進し、被害の低減を目指す。

防疫体制の他地域への展開をはかる 3



〇成果の横展開
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参加者：１０６名
（内訳）地方自治体行政ならびに試験研究機関の水産防疫担当者
水産防疫関係研究者、水産リスト獣医師、水産養殖関係の民間企業等

・３地区の代表者が５年間（１地区は２年間）の事業成果を報告。
・成果の横展開を図るため、取組地域以外の獣医師や養殖関係者、都道府県等にも
幅広く参加を呼びかけ。WEBで多数が聴講。

事業実施主体 対象魚種 対象疾病 紹介した取組事例
愛南町養殖魚類防疫
体制整備協議会 マダイ、ブリ、カンパチ イリドウイルス病 魚病発生状況調査

導入種苗調査

（一社）新潟県錦鯉協議会 ニシキゴイ コイヘルペスウイルス病
ウイルス性コイ浮腫症

サーベイランスの実施
技術指導の推進

尾鷲市水産農林課 マハタ、シマアジ
体表寄生虫症、

非結核性抗酸菌症、
レンサ球菌症等

適切な薬浴の実践
ハダムシ虫卵分布調査の実施
体表寄生虫検査の実施

成果を他の地域の方にも理解しやすい内容に工夫した冊子を作成・配布

日時 ：令和６年２月28日
水産防疫体制整備モデル事業報告会

【取組事例】

さらに



対象魚種 対象疾病 実施機関 事業名

H31～
R5 マダイ 不明病 水産技術研究所、愛媛県水産研究セン

ター

レギュラト
リーサイエン
ス研究推進委
託事業

H31～
R5 ウナギ 板状出血病 水産技術研究所、静岡県水産・海洋技術

研究所

H31～
R5 ニジマス ラッシュ症 水産技術研究所、静岡県水産・海洋技術

研究所

H31～
R5 アユ 異型細胞性鰓病 東京海洋大学、日本獣医生命科学大学、

栃木県水産試験場

H31～
R5 マダイ マダイイリドウイルス病 水産技術研究所、愛媛県水産研究セン

ター

H31～
R5 マス類 伝染性造血器壊死症(IHN) 東京海洋大学、静岡県水産・海洋技術研

究所、長野県水産試験場
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・６種類の重要疾病を対象として、診断法や防除法等を開発。
・成果はマニュアル化し、全国の養殖産地へ展開。

（２）技術開発

① 疾病の防除法の開発・普及



年度 事業の内容 実施機関 事業名

R3～4 養殖魚類用自動連続注射機の実用化 共立製薬株式会社 動物用医薬品対策
事業

年度 対象魚種 対象疾病 実施機関 事業名

R3～４ ヒラメ 滑走細菌症 水産技術研究所、東京農業大学
水産防疫対策事業

R3～５ ※事業の内容は、特許出願の関係で非公表 北海道大学

② 水産用医薬品の開発・承認

年度 対象魚種 対象疾病 実施機関 事業名
H29～R５ サケ・マス類 伝染性造血器壊死症(IHN) 水産技術研究所

水産防疫対策事業R3 サケ・マス類 β溶血性レンサ球菌症 水産技術研究所
H31～R4 ブリ類 ノカルジア症 水産技術研究所

H31～R4 クロマグロ α溶血性レンサ球菌症 水産技術研究所、水産資源研究所、
近畿大学水産研究所 戦略的プロジェク

ト研究推進事業H31～R4 クロマグロ マダイイリドウイルス症 水産技術研究所、水産資源研究所、
近畿大学水産研究所
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ア ワクチンの開発支援

イ 治療薬の開発支援

ウ 水産用医薬品等の承認に必要なデータの収集等に対する支援

・防疫のための主要な手段である水産用医薬品等について、その充実を図るため、開発や承認
の取得を支援。

製薬メーカーによる開発ステージへ移行済

R4～ クロマグロ・ブリ α溶血性レンサ球菌症
マダイイリドウイルス症

共立製薬株式会社、（株)KAICO
日生研株式会社

養殖業成長産業化提
案公募型実証事業



年度 対象魚種 概要 実施機関 事業名

R4～５ ブリ類 ワクチンの２回接種等の方
法の開発 水産技術研究所 水産防疫対策

事業R4～５ ブリ類 人工種苗における抗原抗体
反応の成立時期の検証 水産技術研究所

③ 大量へい死への対応・ワクチンの効果的な活用

年度 対象魚種 対象疾病 実施機関 事業名

R1～５ アコヤガイ ビルナウイルスを原因とす
る大量へい死

愛媛県水産研究センター・水産技術研
究所 水産防疫対策

事業R4 カンパチ等 新たな型と思われるレンサ
球菌症 宮崎県水産試験場・水産技術研究所
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ア 大量へい死への対応

イ ワクチンの効果的な活用

・試験研究機関や都道府県等と連携し、大量へい死への対応、ワクチンの効果的な活用、特定
疾病のまん延防止対策を実施。

年度 対象魚種 対象疾病 概要 補助金名

継続中 コイ等 特定疾病 都道府県がまん延防止措置を実施し、
国が10/10で費用負担

消費・安全対
策交付金

ウ 特定疾病のまん延防止対策
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（参考）令和６年度予算
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養殖業成長産業化提案公募型実証事業（漁業構造改革総合対策事業（令和６年度予算概算決定額）の内数）

国が策定した養殖業成長産業化総合戦略に基づき、国内外の需要を見据えたマーケット・イン型養殖経営の実現に貢献する分野における技術開発・実証に
かかる取組を支援します。

養殖業成長産業化総合戦略で掲げられた推進すべき研究開発のテーマ
に沿った技術開発を実施する民間企業等を支援することで、養殖業の成
長産業化を推進する。

自己負担
（50,000千円）

補助
（50,000千円）

※国費上限（50,000千円）

水漁機構水産庁

３ 事業開始までの流れ

民間企業等

マリノフォーラム21
（事務委託）

③計画書
認定

５ 補助率

４ 研究開発のテーマ

②審査

１／２以内

（技術開発・実証を実施） ［お問い合わせ先］水産庁栽培養殖課（03-3502-0895）

(1) 生産物の品質保持・管理 (2) 漁場環境モニタリング

(3) スマート水産業 (4) 新魚種・新養殖システム

(5) 魚病関連対策 (6) 配合飼料等の水産資材の
研究開発

１ 目的

２ 事業の内容

① 「マーケット・イン型養殖業・生産管理評価委員会技術開発部会」を設
置し、民間企業等が作成する養殖業技術開発計画を認定する。

② 認定された養殖業技術開発計画に基づき実施される新たな技術の開
発や新たな技術の実証にかかる経費を支援する。

マーケット・イン型養殖業・生産管理
評価委員会技術開発部会

技術開発部メンバー
・学術経験者 等

例:冷凍ブリの褐変防止技
術の開発

例:海洋観測ブイによる漁場
環境モニタリング技術の開発

例：ワクチンの開発

①計画書
申請

⑤交付
申請

④採択
通知

⑥交付
決定
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＜基本的な考え方＞

 養殖業者は、基本的な衛生管理を徹底し、衛生的な飼育環境整備に努めること。

（１）伝染性疾病対策の考え方
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（参考）魚病対策の費用負担の在り方

【水産防疫対策要綱】
２ 水産防疫対策の推進方向及び関係者の果たすべき役割 
（３）- ② - カ

 養殖業者は、本要綱の別記３「養殖場における衛生対策指針」に基づき、日頃から基本的な衛生管理を実践し、
 日常の飼育管理、親魚や種苗等の輸入、外部からの導入・移動履歴、健康状態等について記録し、保管する。

別記３ 養殖場における衛生対策指針
２ 疾病の発生予防に向けた基本的な取組み

（１）一般衛生管理
養殖業者は、（中略）衛生管理を徹底し、また、死亡や伝染性疾病に伴う臨床症状を示した魚等を放置すること

なく適切に回収、処分して、衛生的な飼育環境整備に努める。

【家畜伝染病予防法】
（家畜の所有者の責務）
第二条の二
家畜の所有者は、その飼養している家畜につき家畜の伝染性疾病の発生を予防し、当該家畜に起因する家畜の伝染性

疾病のまん延を防止することについて第一義的責任を有していることを自覚し、家畜の伝染性疾病の発生の予防及びま
ん延の防止のために、必要な知識及び技術の習得に努めるとともに、家畜の飼養に係る衛生管理その他の措置を適切に
実施するよう努めなければならない。
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 このような基本的な考え方を踏まえ、行政においては、衛生管理に幅広
く役立つ、
－複数の防疫措置を組み合わせた水産防疫体制整備プログラムの作成
－疾病の防除法の開発・普及
－水産用医薬品の開発・承認
－衛生管理を支援する人材の育成（例：魚類防疫員、獣医師への研修）
－水産用医薬品の適正使用に関する啓発
等を支援。

 また、重大な損害を与えるおそれがある国内未確認疾病等が侵入した際
には、まん延防止のための措置を命じ、これに伴う損失を補償。

（２）行政における支援



【第７回協議会（R3.11.24）におけるご意見】

• 魚病はその年で変わるので、その年に合った防疫措
置が必要になることから、複数の防疫措置を組み合
わせた感染症対策を進めることでよい。

• 何か重点化したりすることはできず、いろんな手を打
ちながら複数の防疫措置を組み合わせて対応する
ということが一番良い。

• どの魚病が発生するか予想できず、新たな感染症の
発生もあるため、複数の対策を組み合わせながら対
応し、魚病発生に備え、研究を推進していく必要が
ある。

• 複数の防疫措置を組み合わせた防疫対策のモデル
を構築する事業で、全国の養殖生産地のお手本に
なるプログラムを組んで欲しい。

• 少しずつでも、種苗あるいは製品サイズの流通経路
を調べていくべき。

（令和３年度「規制改革実施計画」実施項目 b）
・感染症のように一気に広まり被害が大きくなる魚病について、例えば、養殖密度の適正化、ワクチン接種の
推進等の効果的な対策の在り方を、その費用負担の在り方を含め、引き続き、魚病対策促進協議会にて
検討する。

【取りまとめ】

• 疾病の発生状況や被害率等に留意し
つつ、複数の防疫措置を組み合わせて
感染症対策を最適化することが適当
（令和２年度の協議会での結論と同
じ）。

• このような取組が進むよう、国においては、
協議会等の意見も参考にして、効果的
な施策を具体化すべき。

（参考）魚病の効果的な対策の在り方に関する検討結果
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【第７回協議会（R3.11.24）におけるご意見】

• 養殖業者が自己負担するのは当たり前。

• 受益者負担で行うべき。

• まん延している病気等の通常の病気に公的資金を
入れるというのもいかがなものか。

• 効くワクチンは養殖業者が自ら打つ。国には、養殖
業者がやれないところ、具体的にはワクチン開発を
しっかりしてほしい。

• 限られた人員を生かして最短の年数で医薬品を開
発するために、国からの支援が必要。

• 新しい医薬品の開発支援を行う方向は、今後とも
堅持してほしい。

• 病気が人の健康に影響を与える、その病気を撲滅
しないと養殖が成り立たなくなるなど、特殊なケース
であれば、公的な負担を考えてもよいのではないか。

（令和３年度「規制改革実施計画」実施項目 b）
・感染症のように一気に広まり被害が大きくなる魚病について、例えば、養殖密度の適正化、ワクチン接種の
推進等の効果的な対策の在り方を、その費用負担の在り方を含め、引き続き、魚病対策促進協議会にて
検討する。

【取りまとめ】

• 魚病対策の費用は、養殖業者による自
己負担が基本。

• 国は、

（参考）費用負担の在り方に関する検討結果

①ワクチンなど医薬品の開発

②人の健康や養殖業ができなくなる等の
養殖業に重大な影響を及ぼす事態への
対応

等、公益性の高い分野への支援を担う
べき。
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